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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ワイヤレス電力を第１の受電器へ送るように構成されたデバイスであって、
　第１のドライバコイルと、
　第２のドライバコイルと、
　第３のドライバコイルと、
　前記第１のドライバコイル、前記第２のドライバコイル、および前記第３のドライバコ
イルに動作可能に結合された回路であって、前記第１のドライバコイル、前記第２のドラ
イバコイル、および前記第３のドライバコイルの間の相互インダクタンスを少なくとも部
分的に消去するように、ドライバコイルの１つもしくは複数のペアの相互インダクタンス
に加えるように又は前記ドライバコイルの１つもしくは複数のペアの相互インダクタンス
から減じるように構成された１つまたは複数の電気構成要素を含む回路と、
　を備え、
　前記第１、第２、および第３のドライバコイルの間の前記相互インダクタンスのうちの
少なくとも１つは、他の前記相互インダクタンスと異なり、
　前記第１、第２、および第３のドライバコイルが、前記回路を介して共通接地を共有す
るように構成され、前記回路が、前記第１、第２、および第３のドライバコイルの各々の
、それぞれの電力増幅器が結合される第２の端部に対向する第１の端部において、前記第
１、第２、および第３のドライバコイルの各々に結合される、
　デバイス。
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【請求項２】
　ワイヤレス電力を第１の受電器へ送るように構成されたデバイスであって、
　第１のドライバコイルと、
　第２のドライバコイルと、
　第３のドライバコイルと、
　前記第１のドライバコイル、前記第２のドライバコイル、および前記第３のドライバコ
イルに動作可能に結合された回路であって、前記第１のドライバコイル、前記第２のドラ
イバコイル、および前記第３のドライバコイルの間の相互インダクタンスを少なくとも部
分的に消去するように、ドライバコイルの１つもしくは複数のペアの相互インダクタンス
に加えるように又は前記ドライバコイルの１つもしくは複数のペアの相互インダクタンス
から減じるように構成された１つまたは複数の電気構成要素を含む回路と、
　を備え、
　前記第１、第２、および第３のドライバコイルが、前記回路を介して共通接地を共有す
るように構成され、前記回路が、前記第１、第２、および第３のドライバコイルの各々の
、それぞれの電力増幅器が結合される第２の端部に対向する第１の端部において、前記第
１、第２、および第３のドライバコイルの各々に結合され、
　前記第１、第２、および第３のドライバコイルのうちの任意の２つが共面上にあり、前
記回路が、共面上になく重複しない任意の２つのドライバコイルをブリッジするように構
成されたトランスを備える、
　デバイス。
【請求項３】
　前記回路が、前記第１、第２、および第３のドライバコイルの様々な組合せの間の正の
相互インダクタンスまたは負の相互インダクタンスのうちの少なくとも１つを、少なくと
も部分的に消去するように構成される、請求項１または２に記載のデバイス。
【請求項４】
　前記第１、第２、および第３のドライバコイルのうちの前記１つまたは複数は、前記第
１、第２、および第３のドライバコイルの間の相互インダクタンスが低減されるように、
互いに対して位置決めされる、請求項１または２に記載のデバイス。
【請求項５】
　前記回路は、前記第１、第２、および第３のドライバコイルの間の相互インダクタンス
が低減されるように、前記第１、第２、および第３のドライバコイルに対して位置決めさ
れる、請求項１または２に記載のデバイス。
【請求項６】
　前記第１、第２、および第３のドライバコイルの各々が、対応する第１の電力増幅器、
第２の電力増幅器、および第３の電力増幅器によって駆動されてよく、前記第１、第２、
および第３の電力増幅器の各々が、９０度ステップで互いに位相がずれて駆動される、請
求項１または２に記載のデバイス。
【請求項７】
　前記回路が、１つまたは複数の結合されたドライバコイルに負の相互インダクタンスを
加えるように構成されたキャパシタを備える、請求項１または２に記載のデバイス。
【請求項８】
　前記回路が、前記第１、第２、および第３のドライバコイルをブリッジするように構成
されたキャパシタを備える、請求項１または２に記載のデバイス。
【請求項９】
　ワイヤレス電力を第１の受電器へ送るように構成されたデバイスであって、
　第１のドライバコイルと、
　第２のドライバコイルと、
　第３のドライバコイルと、
　前記第１のドライバコイル、前記第２のドライバコイル、および前記第３のドライバコ
イルに動作可能に結合された回路であって、前記第１のドライバコイル、前記第２のドラ
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イバコイル、および前記第３のドライバコイルの間の相互インダクタンスを少なくとも部
分的に消去するように、ドライバコイルの１つもしくは複数のペアの相互インダクタンス
に加えるように又は前記ドライバコイルの１つもしくは複数のペアの相互インダクタンス
から減じるように構成された１つまたは複数の電気構成要素を含む回路と、
　を備え、
　前記第１、第２、および第３のドライバコイルが、前記回路を介して共通接地を共有す
るように構成され、前記回路が、前記第１、第２、および第３のドライバコイルの各々の
、それぞれの電力増幅器が結合される第２の端部に対向する第１の端部において、前記第
１、第２、および第３のドライバコイルの各々に結合され、
　前記回路が、１つまたは複数の結合されたドライバコイルに正の相互インダクタンスを
加えるように構成されたインダクタを備える、デバイス。
【請求項１０】
　前記回路が、任意の２つのドライバコイルをブリッジするように構成されたインダクタ
を備える、請求項１または２に記載のデバイス。
【請求項１１】
　前記第１のドライバコイル、前記第２のドライバコイル、および前記第３のドライバコ
イルのうちの少なくとも１つが、前記第１のドライバコイル、前記第２のドライバコイル
、または前記第３のドライバコイルのうちの少なくとも１つの他のドライバコイルと重複
する、請求項１または２に記載のデバイス。
【請求項１２】
　前記第１のドライバコイル、前記第２のドライバコイル、および前記第３のドライバコ
イルのいずれも、前記第１のドライバコイル、前記第２のドライバコイル、または前記第
３のドライバコイルのうちのいかなる他のドライバコイルとも重複しない、請求項１また
は２に記載のデバイス。
【請求項１３】
　前記回路が、前記デバイスのドライバコイルの数に少なくとも部分的に基づいて、いく
つかの相互インダクタンスを少なくとも部分的に消去するように構成される、請求項１ま
たは２に記載のデバイス。
【請求項１４】
　ワイヤレス電力を受電器へ送るための方法であって、
　第１のドライバコイルを介して第１のワイヤレス場を生成するステップと、
　第２のドライバコイルを介して第２のワイヤレス場を生成するステップと、
　第３のドライバコイルを介して第３のワイヤレス場を生成するステップと、
　前記第１のドライバコイル、前記第２のドライバコイル、および前記第３のドライバコ
イルに動作可能に結合された消去回路であって、前記第１のドライバコイル、前記第２の
ドライバコイル、および前記第３のドライバコイルの間の相互インダクタンスを少なくと
も部分的に消去するように、ドライバコイルの１つもしくは複数のペアの相互インダクタ
ンスに加えるように又は前記ドライバコイルの１つもしくは複数のペアの相互インダクタ
ンスから減じるように構成された１つまたは複数の電気構成要素を含む消去回路を介して
、前記第１のワイヤレス場、前記第２のワイヤレス場、および前記第３のワイヤレス場の
うちの少なくとも１つによって生じる相互インダクタンスの少なくとも一部分を消去する
ステップと、
　を備え、
　前記第１、第２、および第３のドライバコイルの間の前記相互インダクタンスのうちの
少なくとも１つは、他の前記相互インダクタンスと異なり、
　前記第１、第２、および第３のドライバコイルが、前記消去回路を介して共通接地を共
有するように構成され、前記消去回路が、前記第１、第２、および第３のドライバコイル
の各々の、それぞれの電力増幅器が結合される第２の端部に対向する第１の端部において
、前記第１、第２、および第３のドライバコイルの各々に結合される、
　方法。



(4) JP 6666338 B2 2020.3.13

10

20

30

40

50

【請求項１５】
　ワイヤレス電力を受電器へ送るための方法であって、
　第１のドライバコイルを介して第１のワイヤレス場を生成するステップと、
　第２のドライバコイルを介して第２のワイヤレス場を生成するステップと、
　第３のドライバコイルを介して第３のワイヤレス場を生成するステップと、
　前記第１のドライバコイル、前記第２のドライバコイル、および前記第３のドライバコ
イルに動作可能に結合された消去回路であって、前記第１のドライバコイル、前記第２の
ドライバコイル、および前記第３のドライバコイルの間の相互インダクタンスを少なくと
も部分的に消去するように、ドライバコイルの１つもしくは複数のペアの相互インダクタ
ンスに加えるように又は前記ドライバコイルの１つもしくは複数のペアの相互インダクタ
ンスから減じるように構成された１つまたは複数の電気構成要素を含む消去回路を介して
、前記第１のワイヤレス場、前記第２のワイヤレス場、および前記第３のワイヤレス場の
うちの少なくとも１つによって生じる相互インダクタンスの少なくとも一部分を消去する
ステップと、
　を備え、前記第１、第２、および第３のドライバコイルが、前記消去回路を介して共通
接地を共有するように構成され、前記消去回路が、前記第１、第２、および第３のドライ
バコイルの各々の、それぞれの電力増幅器が結合される第２の端部に対向する第１の端部
において、前記第１、第２、および第３のドライバコイルの各々に結合され、
　前記第１、第２、および第３のドライバコイルのうちの任意の２つが共面上にあり、前
記消去回路が、共面上になく重複しない任意の２つのドライバコイルをブリッジするよう
に構成されたトランスを備える、
　方法。
【請求項１６】
　ワイヤレス電力を受電器へ送るための方法であって、
　第１のドライバコイルを介して第１のワイヤレス場を生成するステップと、
　第２のドライバコイルを介して第２のワイヤレス場を生成するステップと、
　第３のドライバコイルを介して第３のワイヤレス場を生成するステップと、
　前記第１のドライバコイル、前記第２のドライバコイル、および前記第３のドライバコ
イルに動作可能に結合された消去回路であって、前記第１のドライバコイル、前記第２の
ドライバコイル、および前記第３のドライバコイルの間の相互インダクタンスを少なくと
も部分的に消去するように、ドライバコイルの１つもしくは複数のペアの相互インダクタ
ンスに加えるように又は前記ドライバコイルの１つもしくは複数のペアの相互インダクタ
ンスから減じるように構成された１つまたは複数の電気構成要素を含む消去回路を介して
、前記第１のワイヤレス場、前記第２のワイヤレス場、および前記第３のワイヤレス場の
うちの少なくとも１つによって生じる相互インダクタンスの少なくとも一部分を消去する
ステップと、
　を備え、前記第１、第２、および第３のドライバコイルが、前記消去回路を介して共通
接地を共有するように構成され、前記消去回路が、前記第１、第２、および第３のドライ
バコイルの各々の、それぞれの電力増幅器が結合される第２の端部に対向する第１の端部
において、前記第１、第２、および第３のドライバコイルの各々に結合され、
　前記消去回路が、１つまたは複数の結合されたドライバコイルに正の相互インダクタン
スを加えるように構成されたインダクタを備える、
　方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　説明する技術は、一般に、ワイヤレス電力に関する。より詳細には、本開示は、複数の
送電コイルと、複数の送電コイルが互いに間隔が密であるか重複するときの送電コイル間
の相互インダクタンスの消去とを備える、ワイヤレス電力伝達に関するデバイス、システ
ム、および方法を対象とする。
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【背景技術】
【０００２】
　ますます多くの様々な電子デバイスが、充電式バッテリーを介して電力供給されている
。そのようなデバイスは、モバイルフォン、電気車両、ポータブル音楽プレーヤ、ラップ
トップコンピュータ、タブレットコンピュータ、コンピュータ周辺デバイス、通信デバイ
ス(たとえば、Bluetooth（登録商標）デバイス)、デジタルカメラ、補聴器などを含む。
バッテリー技術は向上してきたが、バッテリー電源式電子デバイスは、より多くの電力量
をますます必要とし消費するので、頻繁に再充電する必要がある。ワイヤレスデバイス充
電システムなどの再充電システムは、充電システムが、間隔が密であるかまたは重複する
複数の送電コイルを含むとき、相互インダクタンスという問題に遭遇し得る。単一の送電
コイル、または1つもしくは複数の電力増幅器に対して単一の電力増幅器を用いて給電さ
れる複数の送電コイルのみを有するワイヤレス充電システムでは、相互インダクタンスと
いう問題は存在しない。それぞれ別個の電力増幅器によって給電される複数の送電コイル
を使用するワイヤレス充電システムは、より広いエリアにわたってワイヤレスエネルギー
を供給することができるなどの利点を有し得、その場合、そのエネルギーは複数のデバイ
スを充電するために使用され得る。さらに、複数の送電コイルを使用することは、より均
一な磁場をもたらし得、効率を改善し得る。しかしながら、複数の送電コイルを使用する
ことは、受けるコイルに磁気的に結合することに加えて、送電コイルが他のアクティブな
送電コイルにも結合することがあるという点で不都合を有する。この送電器対送電器の結
合は、送電器間の望ましくない相互作用を引き起こす。したがって、それぞれ別個の電力
増幅器を有する複数のアクティブな送電コイル間の相互インダクタンスを最小限に抑える
ための、システムおよび方法の必要がある。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００３】
　本発明のシステム、方法、およびデバイスは各々、いくつかの態様を有し、それらのう
ちの単一の態様だけが、その望ましい属性を担うものではない。以下の特許請求の範囲に
よって表現されるような本発明の範囲を限定することなく、いくつかの特徴がここで簡単
に説明される。この説明を考察した後、また特に「発明を実施するための形態」と題する
セクションを読んだ後、本発明の様々な実施形態の特徴が、ワイヤレス電力システムにお
ける電力およびインピーダンスの測定の改善を含む利点をどのようにもたらすのかが理解
されよう。
【０００４】
　本発明の一態様は、ワイヤレス電力を第1の受電器へ送るための装置を含む。装置は、
第1のドライバコイル、第2のドライバコイル、および第3のドライバコイルを備える。装
置は、第1のドライバコイル、第2のドライバコイル、および第3のドライバコイルに動作
可能に結合された回路をさらに備える。いくつかの態様では、回路は、第1のドライバコ
イル、第2のドライバコイル、および第3のドライバコイルの間の相互インダクタンスを少
なくとも部分的に消去するように構成され得る。いくつかの態様では、第1、第2、および
第3のドライバコイルは、回路を介して共通接地を共有するように構成され得る。
【０００５】
　開示する別の態様は、ワイヤレス電力を受電器へ送るための方法である。方法は、第1
のドライバコイルを介して第1のワイヤレス場を生成することを備える。方法は、第2のド
ライバコイルを介して第2のワイヤレス場を生成することをさらに備える。方法は、第3の
ドライバコイルを介して第3のワイヤレス場を生成することをさらに備える。方法は、第1
のドライバコイル、第2のドライバコイル、および第3のドライバコイルの間の相互インダ
クタンスを少なくとも部分的に消去することをさらに備え得る。いくつかの態様では、消
去される相互インダクタンスの少なくとも一部分は、第1のワイヤレス場、第2のワイヤレ
ス場、および第3のワイヤレス場のうちの少なくとも1つによって生じ得る。いくつかの態
様では、消去することは、第1のドライバコイル、第2のドライバコイル、および第3のド
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ライバコイルに動作可能に結合された消去回路を介し得る。方法は、消去回路を介して共
通接地を第1、第2、および第3のドライバコイルと共有することをさらに備える。
【０００６】
　開示する別の態様は、ワイヤレス電力を第1の受電器へ送るためのデバイスである。デ
バイスは、第1のワイヤレス場を生成するための手段、第2のワイヤレス場を生成するため
の手段、および第3のワイヤレス場を生成するための手段を備え得る。デバイスは、第1の
ワイヤレス場生成手段、第2のワイヤレス場生成手段、および第3のワイヤレス場生成手段
に動作可能に結合された、相互インダクタンスを消去するための手段をさらに備え得る。
相互インダクタンスを消去するための手段は、第1のワイヤレス場生成手段、第2のワイヤ
レス場生成手段、および第3のワイヤレス場生成手段の間の相互インダクタンスを少なく
とも部分的に消去するように構成され得る。第1、第2、および第3のワイヤレス場生成手
段は、共通接地を共有するように構成され得る。
【０００７】
　本明細書で説明する主題の1つまたは複数の実施形態の詳細が、添付の図面および以下
の説明に記載される。他の特徴、態様、および利点は、説明、図面、および特許請求の範
囲から明らかになるであろう。以下の図の相対寸法は、縮尺どおりに描かれていない場合
があることに留意されたい。
【０００８】
　上述の態様、ならびに、本技術の他の特徴、態様、および利点は、添付の図面を参照し
ながら様々な実施形態に関してここで説明される。ただし、図示の実施形態は、例にすぎ
ず、限定的であることは意図されていない。図面全体にわたって、文脈が別段に規定しな
い限り、同様の記号は通常、同様の構成要素を識別する。以下の図の相対寸法は、縮尺ど
おりに描かれていない場合があることに留意されたい。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】例示的な実施形態によるワイヤレス電力伝達システムの機能ブロック図である。
【図２】例示的な実施形態によるワイヤレス電力伝達システムの機能ブロック図である。
【図３】例示的な実施形態による、送電または受電アンテナを含む、図2の送電回路機構
または受電回路機構の一部分の概略図である。
【図４】例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムにおいて使用され
得る送電器の機能ブロック図である。
【図５】例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムにおいて使用され
得る受電器の機能ブロック図である。
【図６】図4の送電器において使用され得る送電回路機構の一部分の概略図である。
【図７ａ】例示的な実施形態による、相互インダクタンス消去回路を伴わない送電エリア
の斜視図である。
【図７ｂ】例示的な実施形態による、例示的な送電エリアの概略図である。
【図７ｃ】例示的な実施形態による、互いに関係する送電コイルのレイアウトの水平方向
の図である。
【図８ａ】例示的な実施形態による、相互インダクタンス消去回路を伴わない送電エリア
の斜視図である。
【図８ｂ】例示的な実施形態による、例示的な送電エリアの概略図である。
【図８ｃ】例示的な実施形態による、互いに関係する送電コイルのレイアウトの水平方向
の図である。
【図９】例示的な実施形態による、ワイヤレス電力伝送の例示的な方法のフローチャート
900である。
【図１０】例示的な実施形態による、受電器にワイヤレス電力を伝達するためのシステム
の機能ブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】



(7) JP 6666338 B2 2020.3.13

10

20

30

40

50

　添付の図面に関して以下に記載する詳細な説明は、例示的な実施形態の説明を意図して
おり、本発明が実践され得る最適の実施形態を表すことを意図したものではない。本説明
全体にわたって使用される「例示的」という用語は、「例、事例、または例示としての役
割を果たす」ことを意味し、必ずしも、他の例示的な実施形態よりも好ましいまたは有利
であると解釈されるべきではない。詳細な説明は、例示的な実施形態の完全な理解をもた
らすために、具体的な詳細を含む。場合によっては、いくつかのデバイスがブロック図の
形態で示される。
【００１１】
　ワイヤレス電力伝達は、物理的な電気導体を使用することなく、電場、磁場、電磁場な
どに関連する任意の形態のエネルギーを送電器から受電器に伝達する(たとえば、電力が
自由空間を通じて伝達され得る)ことを指し得る。電力伝達を実現するために、ワイヤレ
ス場(たとえば、磁場または電磁場)の中に出力された電力は、「受電アンテナ」によって
受けられ、取り込まれ、または結合され得る。
【００１２】
　図1は、例示的な一実施形態によるワイヤレス電力伝達システム100の機能ブロック図で
ある。エネルギー伝達を実行するためのワイヤレス場(たとえば、磁場または電磁場)105
を生成するために、電力源(この図に示さず)から送電器104に入力電力102が供給され得る
。受電器108は、ワイヤレス場105に結合し得、出力電力110に結合されたデバイス(この図
に示さず)による蓄積または消費のための出力電力110を生成し得る。送電器104と受電器1
08の両方は、距離112だけ分離される。
【００１３】
　例示的な一実施形態では、送電器104および受電器108は、相互共振関係に従って構成さ
れる。受電器108の共振周波数および送電器104の共振周波数が実質的に同じであるか、ま
たは極めて近いとき、送電器104と受電器108との間の伝送損失は最小である。したがって
、極めて近い(たとえば、場合によっては数ミリメートル内の)大型アンテナコイルを必要
とする場合がある純粋に誘導性の解決策とは対照的に、より長い距離にわたってワイヤレ
ス電力伝達が提供され得る。共振誘導結合技法は、様々な距離にわたって様々な誘導コイ
ル構成を用いる、改善された効率および電力伝達をそのように可能にし得る。
【００１４】
　送電器104によって生成されたワイヤレス場105に受電器108があるとき、受電器108は電
力を受け得る。ワイヤレス場105は、送電器104によって出力されたエネルギーが受電器10
8によって取り込まれ得る領域に相当する。ワイヤレス場105は、以下でさらに説明するよ
うに、送電器104の「近距離場」に相当し得る。送電器104は、エネルギーを受電器108へ
送るための送電アンテナまたは送電コイル114を含み得る。受電器108は、送電器104から
送られたエネルギーを受けるか、または取り込むための受電アンテナまたは受電コイル11
8を含み得る。近距離場は、送電コイル114から離れて電力を最小限に放射する送電コイル
114における電流および電荷から生じる強い反応場が存在する領域に相当し得る。近距離
場は、送電コイル114の約1波長(または、その分数)内である領域に相当し得る。
【００１５】
　上記で説明したように、効率的なエネルギー伝達は、電磁波におけるエネルギーのほと
んどを遠距離場に伝搬させるのではなく、ワイヤレス場105におけるエネルギーの大部分
を受電コイル118に結合させることによって行われ得る。ワイヤレス場105内に位置決めさ
れると、送電コイル114と受電コイル118との間に「結合モード」が発達し得る。この結合
が起こり得る送電アンテナ114および受電アンテナ118の周囲のエリアは、本明細書で結合
モード領域と呼ばれる。
【００１６】
　図2は、別の例示的な実施形態によるワイヤレス電力伝達システム200の機能ブロック図
である。システム200は、送電器204および受電器208を含む。送電器204は、発振器222、
ドライバ回路224、およびフィルタ/整合回路226を含み得る送電回路機構206を含み得る。
発振器222は、周波数制御信号223に応答して調整され得る所望の周波数において信号を生
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成するように構成され得る。発振器222は、発振器信号をドライバ回路224に供給し得る。
ドライバ回路224は、入力電圧信号(VD)225に基づいて、たとえば、送電アンテナ214の共
振周波数において、送電アンテナ214を駆動するように構成され得る。ドライバ回路224は
、発振器222から方形波を受けるとともに正弦波を出力するように構成されたスイッチン
グ増幅器であってよい。
【００１７】
　フィルタ/整合回路226は、高調波または他の不要な周波数をフィルタ除去し得、送電器
204のインピーダンスを送電アンテナ214に整合させ得る。送電アンテナ214を駆動する結
果として、送電アンテナ214は、ワイヤレス場205を生成して、バッテリー236を充電する
のに十分なレベルで電力をワイヤレス出力し得る。
【００１８】
　受電器208は、整合回路232および整流器回路234を含み得る受電回路機構210を含み得る
。整合回路232は、受電回路機構210のインピーダンスを受電アンテナ218に整合させ得る
。整流器回路234は、図2に示すように、交流(AC)電力入力から直流(DC)電力出力を生成し
て、バッテリー236を充電し得る。受電器208および送電器204は、追加として、別個の通
信チャネル219(たとえば、Bluetooth（登録商標）、Zigbee、セルラーなど)上で通信し得
る。受電器208および送電器204は、代替として、ワイヤレス場205の特性を使用するバン
ド内シグナリングを介して通信してもよい。
【００１９】
　受電器208は、送電器204によって送られるとともに受電器208によって受けられる電力
量が、バッテリー236を充電するのに適切であるかどうかを決定するように構成され得る
。送電器204は、エネルギー伝達を行うための直接場結合係数(k)を有する、大部分は非放
射の場を生成するように構成され得る。受電器208は、ワイヤレス場205に直接結合し得、
受電回路機構210の出力に結合されたバッテリー(または、負荷)236による蓄積または消費
のための出力電力を生成し得る。
【００２０】
　上記で説明したように、送電器204と受電器208の両方は、ある距離だけ分離され、送電
器204と受電器208との間の伝送損失を最小限に抑えるように相互共振関係に従って構成さ
れ得る。送電アンテナ214および受電アンテナ218が相互に共振し極近傍にあるとき、ワイ
ヤレス電力伝達システム200は、結合係数(結合係数k)が、通常0.3を上回る強結合レジー
ムとして説明され得る。いくつかの実施形態では、送電器204と受電器208との間の結合係
数kは、2つの対応するアンテナ間の距離または対応するアンテナのサイズなどのうちの少
なくとも1つに基づいて変化し得る。
【００２１】
　図3は、例示的な実施形態による、図2の送電回路機構206または受電回路機構210の一部
分の概略図である。図3に示すように、送電または受電回路機構350は、アンテナ352を含
み得る。アンテナ352はまた、「ループ」アンテナ352と呼ばれることがあり、または「ル
ープ」アンテナ352として構成され得る。アンテナ352はまた、「磁気」アンテナもしくは
誘導コイルと本明細書で呼ばれることがあり、または「磁気」アンテナもしくは誘導コイ
ルとして構成され得る。「アンテナ」という用語は、一般に、別の「アンテナ」に結合す
るためのエネルギーをワイヤレスに出力しまたは受けることができる構成要素を指す。ア
ンテナは、電力をワイヤレスに出力しまたは受けるように構成されているタイプのコイル
と呼ばれることもある。本明細書で使用するとき、アンテナ352は、電力をワイヤレスに
出力し、かつ/または受けるように構成されているタイプの「電力伝達構成要素」の一例
である。
【００２２】
　アンテナ352は、空芯、またはフェライトコアなどの物理的コアを含み得る(この図に示
さず)。
【００２３】
　述べたように、送電器104(図2で参照したような送電器204)と受電器108(図2で参照した
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ような受電器208)との間のエネルギーの効率的な伝達は、送電器104と受電器108との間で
整合した共振またはほぼ整合した共振の間に行われ得る。しかしながら、送電器104と受
電器108との間の共振が整合しないときであっても、効率に影響を及ぼすことがあるがエ
ネルギーは伝達され得る。たとえば、共振が整合しないとき、効率がより低くなり得る。
エネルギーの伝達は、エネルギーを送電コイル114から自由空間中に伝搬させるのではな
く、送電コイル114(図2で参照したような送電コイル214)のワイヤレス場105(図2で参照し
たようなワイヤレス場205)から、ワイヤレス場105の近傍に存在する受電コイル118(図2で
参照したような受電コイル218)にエネルギーを結合させることによって行われる。
【００２４】
　ループアンテナまたは磁気アンテナの共振周波数は、インダクタンスおよびキャパシタ
ンスに基づく。インダクタンスは単にアンテナ352によって作り出されるインダクタンス
であってよいが、所望の共振周波数において共振構造を作り出すために、アンテナのイン
ダクタンスにキャパシタンスが加えられてよい。非限定的な例として、共振周波数におい
て信号358を選択する共振回路を作り出すために、送電または受電回路機構350にキャパシ
タ354およびキャパシタ356が加えられてよい。したがって、より大きい直径のアンテナの
場合、共振を持続させるのに必要とされるキャパシタンスのサイズは、ループの直径また
はインダクタンスが大きくなるにつれて小さくなり得る。
【００２５】
　さらに、アンテナの直径が大きくなるにつれて、近距離場の効率的なエネルギー伝達エ
リアが広くなり得る。他の構成要素を使用して形成された他の共振回路も可能である。別
の非限定的な例として、キャパシタは、回路機構350の2つの端子間に並列に配置されても
よい。送電アンテナの場合、実質的にアンテナ352の共振周波数に相当する周波数を有す
る信号358は、アンテナ352への入力であり得る。
【００２６】
　図1において、送電器104は、送電コイル114の共振周波数に対応する周波数を有する、
時間変動する磁場(または、電磁場)を出力し得る。受電器108がワイヤレス場105内にある
とき、時間変動する磁場(または、電磁場)は、受電コイル118において電流を誘導し得る
。上記で説明したように、受電コイル118が送電コイル114の周波数で共振するように構成
されている場合、エネルギーは効率的に伝達され得る。負荷を充電するかまたは負荷に電
力供給するために供給され得るDC信号を生成するために、受電コイル118において誘導さ
れたAC信号は上記で説明したように整流され得る。
【００２７】
　図4は、本発明の例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムにおいて
使用され得る送電器404の機能ブロック図である。送電器404は、送電回路機構406および
送電コイル414を含み得る。送電コイル414は、図3に示すようなコイル352であり得る。送
電回路機構406は、送電コイル414の周りのエネルギー(たとえば、磁束)を発生させる発振
信号を供給することによって、送電コイル414にRF電力を供給し得る。送電器404は、任意
の適切な周波数で動作し得る。例として、送電器404は、13.56MHzのISM帯域において動作
し得る。
【００２８】
　送電回路機構406は、DCからACへの電力伝達の効率が増大または最大化されるような負
荷をドライバ回路424に与えるための、固定インピーダンス整合回路409を含み得る。送電
回路機構406は、受電器108(図1)に結合されたデバイスの自己ジャミングを防止するため
のレベルまで、高調波放射を低減するように構成されたローパスフィルタ(LPF)408をさら
に含み得る。他の例示的な実施形態は、限定はしないが、他の周波数を通過させながら特
定の周波数を減衰させ、送電コイル414への出力電力またはドライバ回路424によって引き
出されるDC電流などの測定可能な送電メトリックに基づいて変化し得る、適応インピーダ
ンス整合を含み得るノッチフィルタを含む異なるフィルタトポロジーを含み得る。送電回
路機構406は、発振器423によって決定されるようなRF信号を駆動するように構成されたド
ライバ回路424をさらに含む。送電回路機構406は、個別のデバイスもしくは回路から構成
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されてよく、または代替的に、一体型アセンブリから構成されてもよい。送電コイル414
から出力される例示的なRF電力は、2.5ワット程度などの、1ワット～10ワット程度であっ
てよい。
【００２９】
　送電回路機構406は、発振器423の周波数または位相を調整するために、かつ取り付けら
れたそれらの受電器を通じて隣接デバイスと対話するための通信プロトコルを実施するた
めに出力電力レベルを調整するために、特定の受電器用の送電フェーズ(または、デュー
ティサイクル)中に発振器423を選択的に有効化するためのコントローラ415をさらに含み
得る。コントローラ415が本明細書でプロセッサ415と呼ばれる場合もあることに留意され
たい。発振器位相および送電経路の中の関係する回路機構の調整により、特に、ある周波
数から別の周波数に遷移するときの帯域外放射の低減が可能になり得る。
【００３０】
　送電回路機構406は、送電コイル414によって生成された近距離場の近傍におけるアクテ
ィブな受電器の存在または不在を検出するための負荷感知回路416をさらに含み得る。例
として、負荷感知回路416は、以下でさらに説明するように、送電コイル414によって生成
される場の近傍におけるアクティブな受電器の存在または不在によって影響を及ぼされ得
る、ドライバ回路424に流れる電流を監視する。ドライバ回路424における装荷に対する変
化の検出は、エネルギーを送るために発振器423を有効化すべきかどうか、およびアクテ
ィブな受電器と通信すべきかどうかを決定する際に使用するために、コントローラ415に
よって監視される。以下でより十分に説明するように、ドライバ回路424において測定さ
れる電流は、無効なデバイスが送電器404のワイヤレス電力伝達領域内に位置決めされて
いるかどうかを決定するために使用され得る。
【００３１】
　送電コイル414は、リッツ線を用いて実装されてよく、または抵抗損を低く保つように
選択された厚さ、幅、および金属タイプを有するアンテナストリップとして実装されても
よい。一実施形態では、送電コイル414は、一般に、テーブル、マット、ランプ、または
他のより可搬性が低い構成などの、より大きい構造物と関連するために構成され得る。し
たがって、送電コイル414は、一般に、実用的な寸法にするための「巻き(turn)」を必要
としなくてよい。送電コイル414の例示的な実施形態は、「電気的に小型」(すなわち、波
長の分数)であってよく、共振周波数を規定するためにキャパシタを使用することにより
、使用可能なより低い周波数で共振するように同調され得る。
【００３２】
　送電器404は、送電器404に関連し得る受電器デバイスの所在および状態についての情報
を収集および追跡し得る。したがって、送電回路機構406は、(本明細書でプロセッサとも
呼ばれる)コントローラ415に接続された、存在検出器480、密閉検出器460、またはそれら
の組合せを含み得る。コントローラ415は、存在検出器480および密閉検出器460からの存
在信号に応答して、ドライバ回路424によって供給される電力量を調整し得る。送電器404
は、たとえば、ビルの中に存在する従来のAC電力を変換するためのAC-DC変換器(図示せず
)、従来のDC電力源を送電器404にとって適切な電圧に変換するためのDC-DC変換器(図示せ
ず)などのいくつかの電力源を通じて電力を受けてよく、または従来のDC電力源(図示せず
)から直接電力を受けてもよい。
【００３３】
　非限定的な例として、存在検出器480は、送電器404のカバレージエリアに挿入されてい
る充電されるべきデバイスの最初の存在を感知するために利用される運動検出器であり得
る。検出後、送電器404はオンにされてよく、所定の方法でRXデバイス上のスイッチをト
グルするために、デバイスによって受けられたRF電力が使用されてよく、それにより、送
電器404の駆動点インピーダンスへの変化が生じる。
【００３４】
　別の非限定的な例として、存在検出器480は、たとえば、赤外線検出手段、運動検出手
段、または他の適切な手段によって人を検出することが可能な検出器であってよい。いく
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つかの例示的な実施形態では、送電コイル414が特定の周波数で送り得る電力量を制限す
る規制があり得る。場合によっては、これらの規制は、人を電磁放射から保護することを
意図している。しかしながら、たとえば、ガレージ、工場の現場、店舗などの、人によっ
て占有されないか、または人によって占有される頻度が低いエリアの中に、送電コイル41
4が配置されている環境があり得る。これらの環境に人がいない場合、通常の電力制限規
制を超えて送電コイル414の電力出力を増大させることが許容されてよい。言い換えれば
、コントローラ415は、人の存在に応答して送電コイル414の電力出力を規制レベルまたは
それ未満に調整してよく、人が送電コイル414の電磁場から規制距離の外側にいるとき、
送電コイル414の電力出力を規制レベルを超えるレベルに調整してもよい。
【００３５】
　非限定的な例として、密閉検出器460(本明細書で密閉区画検出器または密閉空間検出器
と呼ばれることもある)は、いつ筐体が閉状態または開状態にあるのかを決定するための
感知スイッチなどのデバイスであってよい。密閉された状態にある筐体の中に送電器があ
るとき、送電器の電力レベルは増大されてよい。
【００３６】
　例示的な実施形態では、それによって送電器404が無期限にオンのままにならない方法
が使用され得る。この場合、送電器404は、ユーザが決定した量の時間の後に停止するよ
うにプログラムされ得る。この機能は、送電器404、特にドライバ回路424が、その周囲に
あるワイヤレスデバイスが十分に充電された後、長く動作することを防止する。この事象
は、中継器または受電コイルのいずれかから送られる、デバイスが十分に充電されている
という信号を回路が検出しないことに起因し得る。送電器404がその周囲に別のデバイス
が配置されている場合に自動的に停止することを防止するために、送電器404の自動停止
機能は、その周囲で運動が検出されないものとして設定された期間の後にのみ活動化され
得る。ユーザは、非アクティビティ時間間隔を決定し必要に応じてそれを変更することが
できる場合がある。非限定的な例として、その時間間隔は、特定のタイプのワイヤレスデ
バイスが最初に十分に放電されているという仮定の下で、そのデバイスを十分に充電する
のに必要とされる時間間隔よりも長くてよい。
【００３７】
　図5は、本発明の例示的な実施形態による、図1のワイヤレス電力伝達システムにおいて
使用され得る受電器508の機能ブロック図である。受電器508は、受電コイル518を含み得
る受電回路機構510を含む。受電器508は、受けた電力をそこに供給するためのデバイス55
0にさらに結合する。受電器508は、デバイス550の外部にあるものとして示されるが、デ
バイス550に統合されてもよいことに留意されたい。エネルギーは、受電コイル518にワイ
ヤレスに伝搬され得、次いで、受電回路機構510の残部を通じてデバイス550に結合され得
る。例として、充電デバイスは、モバイルフォン、ポータブル音楽プレーヤ、ラップトッ
プコンピュータ、タブレットコンピュータ、コンピュータ周辺デバイス、通信デバイス(
たとえば、Bluetooth（登録商標）デバイス)、デジタルカメラ、補聴器(および、他の医
療デバイス)などのデバイスを含み得る。
【００３８】
　受電コイル518は、送電コイル414(図4)と同じ周波数で、または特定の周波数範囲内で
共振するように同調され得る。受電コイル518は、送電コイル414と類似の寸法であってよ
く、または関連するデバイス550の寸法に基づいて異なってサイズ決定されてもよい。例
として、デバイス550は、送電コイル414の直径または長さよりも短い直径寸法または長さ
寸法を有するポータブル電子デバイスであってよい。そのような例では、受電コイル518
は、同調キャパシタ(図示せず)のキャパシタンス値を低減させ、受電コイルのインピーダ
ンスを増大させるために、多巻きコイルとして実装され得る。例として、受電コイル518
は、コイルの直径を最大化し、受電コイル518のループ巻き数(すなわち、巻回)および巻
線間キャパシタンスを低減するために、デバイス550の実質的な外周の周りに配置されて
よい。
【００３９】
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　受電回路機構510は、受電コイル518へのインピーダンス整合をもたらし得る。受電回路
機構510は、受けたRFエネルギー源をデバイス550が使用するための充電電力に変換するた
めの電力変換回路機構506を含む。電力変換回路機構506は、RF-DC変換器520を含み、また
DC-DC変換器522を含み得る。RF-DC変換器520は、受電コイル518において受けたRFエネル
ギー信号を、Vrectによって表される出力電圧を有する非交流電力に整流する。DC-DC変換
器522(または、他の電力レギュレータ)は、整流されたRFエネルギー信号を、VoutおよびI
outによって表される出力電圧および出力電流を有する、デバイス550に適合するエネルギ
ー電位(たとえば、電圧)に変換する。部分整流器および完全整流器、レギュレータ、ブリ
ッジ、ダブラ、ならびにリニア変換器およびスイッチング変換器を含む、様々なRF-DC変
換器が企図される。
【００４０】
　受電回路機構510は、受電コイル518を電力変換回路機構506に接続するための、または
代替的に、電力変換回路機構506を切断するための、スイッチング回路機構512をさらに含
み得る。電力変換回路機構506から受電コイル518を切断することは、デバイス550の充電
を中断するだけでなく、送電器404(図2)によって「見られる」ような「負荷」も変化させ
る。
【００４１】
　上記で開示したように、送電器404は、送電器ドライバ回路424に供給されるバイアス電
流の変動を検出し得る負荷感知回路416を含む。したがって、送電器404は、いつ受電器が
送電器の近距離場の中に存在するのかを決定するための機構を有する。
【００４２】
　いくつかの実施形態では、受電器508は、近くの他の受電器への結合を除去するか、ま
たは近くの送電器における装荷を低減させるためにクローキングされ得る。受電器のこの
「除荷」は、本明細書で「クローキング」とも呼ばれる。さらに、受電器508によって制
御され送電器404によって検出される、除荷と装荷との間のこのスイッチングは、以下で
より十分に説明するように、受電器508から送電器404への通信機構を提供し得る。加えて
、受電器508から送電器404へメッセージを送ることを可能にするスイッチングに、プロト
コルが関連付けられ得る。例として、スイッチング速度は、100μ秒程度であってよい。
【００４３】
　例示的な実施形態では、送電器404と受電器508との間の通信は、従来の双方向通信(す
なわち、結合場を使用する帯域内シグナリング)ではなく、デバイス感知および充電制御
機構を指す。言い換えれば、送電器404は、エネルギーが近距離場の中で利用可能である
かどうかを調整するために、送られる信号のオン/オフキーイングを使用し得る。受電器
は、エネルギーのこれらの変化を送電器404からのメッセージとして解釈し得る。受電器
側からは、どれくらいの電力が場から受け入れられているのかを調整するために、受電器
508が受電コイル518の同調および離調を使用し得る。場合によっては、同調および離調は
、スイッチング回路機構512を介して実現されてよい。送電器404は、場からの使用される
電力のこの差を検出し得、これらの変化を受電器508からのメッセージとして解釈し得る
。送信電力の変調および負荷挙動の他の形態が利用され得ることに留意されたい。
【００４４】
　受電回路機構510は、送電器から受電器への情報のシグナリングに相当し得る、受けた
エネルギーの変動を識別するために使用される、シグナリング検出器/ビーコン回路機構5
14をさらに含み得る。さらに、受電回路機構510をワイヤレス充電用に構成するために、
低減されたRF信号エネルギー(すなわち、ビーコン信号)の送信を検出し、低減されたRF信
号エネルギーを、受電回路機構510内の電力供給されないかまたは電力が枯渇したかのい
ずれかの回路を呼び起こすための公称電力に整流するためにも、シグナリング/ビーコン
回路機構514が使用され得る。
【００４５】
　受電回路機構510は、本明細書で説明するスイッチング回路機構512の制御を含む、本明
細書で説明する受電器508の処理を調整するためのプロセッサ516をさらに含む。受電器50
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8のクローキングはまた、充電電力をデバイス550に供給する外部の有線充電ソース(たと
えば、壁/USB電力)の検出を含む、他の事象が発生すると起こり得る。プロセッサ516はま
た、受電器のクローキングを制御することに加えて、シグナリング検出器/ビーコン回路
機構514を監視してビーコン状態を決定し、送電器404から送られたメッセージを抽出し得
る。プロセッサ516はまた、性能を改善するためにDC-DC変換器522を調整し得る。
【００４６】
　図6は、図4の送電回路機構406において使用され得る送電回路機構600の一部分の概略図
である。送電回路機構600は、図4において上記で説明したようなドライバ回路624を含み
得る。上記で説明したように、ドライバ回路624は、方形波を受けるとともに送電回路650
に供給されるべき正弦波を出力するように構成され得るスイッチング増幅器であり得る。
場合によっては、ドライバ回路624は、増幅器回路と呼ばれることがある。ドライバ回路6
24はE級増幅器として示されるが、任意の適切なドライバ回路624が本発明の実施形態に従
って使用されてよい。ドライバ回路624は、図4に示すような発振器423からの入力信号602
によって駆動され得る。ドライバ回路624はまた、送電回路650を通じて供給され得る最大
電力を制御するように構成されている駆動電圧VDが供給され得る。高調波を除去または低
減するために、送電回路機構600は、フィルタ回路626を含み得る。いくつかの実施形態で
は、フィルタ回路626は、3極(キャパシタ634、インダクタ632、およびキャパシタ636)の
低域フィルタ回路626であってよい。
【００４７】
　フィルタ回路626によって出力された信号は、コイル614を備える送電回路650に供給さ
れ得る。送電回路650は、ドライバ回路624によって供給されるフィルタ処理済み信号の周
波数で共振し得る、キャパシタンス620およびインダクタンスを有する直列共振回路を含
み得る。様々な実施形態では、コイルまたは追加のキャパシタ構成要素が、インダクタン
スまたはキャパシタンスを作り出し得る。送電回路650の負荷は、可変抵抗器622によって
表され得る。負荷は、送電回路650から電力を受けるように位置決めされたワイヤレス電
力受電器508の関数であり得る。
【００４８】
　様々な実施形態では、図1～図6に関して上記で説明したワイヤレス電力伝送システム10
0は、近くの物体の検出に基づいて、ワイヤレス電力伝送を変化させ得る。近くの物体は
、意図された受電器、充電されるべきデバイス、および/または外来物体を含み得る。外
来物体は、たとえば、寄生受電器、無生物物体、または生物(たとえば、人、動物など)な
どの、意図された送電ターゲット以外の何か(すなわち、非充電デバイス)であり得る。寄
生受電器は、たとえば、非電子的な金属物体、無許可の充電可能デバイスなどを含み得る
。
【００４９】
　たとえば、図4に関して上記で説明したように、送電器404は、近くの物体の存在、距離
、配向、および/またはロケーションを検出し得る存在検出器480を含み得る。様々な他の
実施形態では、存在検出器480は、たとえば、受電器508上、または他の場所などの別のロ
ケーションにあってもよい。コントローラ415は、最初の距離内で外来物体が検出された
とき、送信電力を低減し得る。様々な実施形態では、ワイヤレス電力伝送システム100は
、生物学的な安全性、防火性などに関する規則または規制に従って、ワイヤレス電力伝送
の特性を調整し得る。たとえば、ワイヤレス電力伝送システム100は、近くの人体までの
距離が与えられると、その人体に届く電磁場がしきい値を下回るように送信電力を調整し
得る。
【００５０】
　再び図2を参照すると、いくつかの実施形態では、ワイヤレス電力伝達システム200は、
複数の受電器208を含み得る。一実施形態では、TXコイル214のサイズは固定である。した
がって、送電器204は、異なるサイズのRXコイル218にうまく整合されないことがある。様
々な理由で、送電器204が複数のTXコイル214を使用することが望ましくあり得る。いくつ
かの実施形態では、複数のTXコイル214は、アレイをなして配置されてよい。いくつかの
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実施形態では、アレイはモジュール式であってよい。いくつかの実施形態では、アレイは
同じかまたは実質的に同じサイズのTXコイル214を含んでよい。
【００５１】
　様々な実施形態では、受電器208のロケーションおよび/またはそれらのRXコイル218の
サイズに基づいて、各TXコイル214が独立してアクティブにされ得る。たとえば、比較的
小さいRXコイル218を有する近くの受電器208に、単一のTXコイル214がワイヤレス電力を
供給し得る。一方、比較的大きいRXコイル218を有する近くの受電器に、複数のTXコイル2
14がワイヤレス電力を供給し得る。RXコイル218の近くにないTXコイル214は、非活動化さ
れてよい。
【００５２】
　いくつかの実施形態では、複数のTXコイル214は、広い送電エリアを形成し得る。送電
エリアはスケーラブルであってよく、追加のTXコイル214を使用してもっと広いエリアを
カバーし得る。TXコイル214は、広いエリアにわたるデバイスの自由な位置決めを可能に
し得る。さらに、TXコイル214は、複数の受電器208を同時に充電するように構成され得る
。いくつかの実施形態では、個々のTXコイル214は互いに結合し得る。結合されているTX
コイル214は、たとえば、近隣の増幅器へ電力を駆動する1つの電力増幅器をもたらし得る
。したがって、結合されたTXコイル214は、増幅器の不安定性および/または損傷を引き起
こすことがある。互いに極近傍にあり同時にアクティブであるTXコイル214間の相互結合/
相互インダクタンスを低減または除去するための方法、システム、および/または装置を
、ワイヤレス電力伝達システム100が含むことが望ましくあり得る。
【００５３】
　図7aは、例示的な実施形態による例示的な送電エリア700の斜視図である。図示のよう
に、送電エリア700は、4つの送電回路(個々にラベル付けされてはいない)を含む。送電エ
リア700の送電回路は、それぞれ上記で説明した構成要素(たとえば、コイル、増幅器、共
振構成要素)を備える、図1～図6に関して上記で説明した送電器および/または送電回路機
構を備え得る。図4に関して上記で説明したように、送電エリア700の中の送電回路は、第
1の電力増幅器(PA)724a、第2のPA724b、第3のPA724c、および第4のPA724dを備え得る。PA
724a～724dは、図4の増幅器すなわちドライバ424に相当し得る。PA724a～724dは、図3の
共振キャパシタ354/356に相当し得るそれぞれの共振キャパシタ702a～702dに接続されて
いる。送電エリア700は、第1の送電コイル714a、第2の送電コイル714b、第3の送電コイル
714c、および第4の送電コイル714d、ならびにすべての送電コイル714a～714dが接続する
共通接地725をさらに含む。送電コイル714a～714dは、図4の送電コイル414に相当し得る
。したがって、送電コイル714a～714dの第1の端部は、それらそれぞれのPA724a～724dに
接続されており、送電コイル714a～714dの第2の端部は、共通接地725に接続されている。
図7aに示す送電エリア700は4つの送電回路を含むが、他の実施形態では、より多数または
より少数の送電回路(および、それらの関連する構成要素)が送電エリア700に含まれてよ
い。図示のように、送電コイル714aと714cとのペアは、送電コイル714bと714dとのペアと
異なる共通平面に配置され得る。いくつかの実施形態では、共通接地725は、PA724a～724
dと共有され得る。
【００５４】
　送電コイル714a～714dは長方形であるものとして示されるが、いくつかの実施形態では
、送電コイル714a～714dは、任意の他の形状(たとえば、三角形、円形、六角形など)であ
ってよい。いくつかの実施形態では、送電コイル714a～714dは、送電コイルのアレイを形
成し得、各送電コイル714a～714dは、送電エリア700の他の送電コイル714a～714dに実質
的に隣接して位置決めされる。いくつかの実施形態では、送電コイル714a～714dは、重複
する方式で位置決めされてよく、送電コイル714a～714dの各々は、送電エリア700の中で1
つまたは複数の他の送電コイル714a～714dと重複してよい。さらに、図7aに示す送電コイ
ル714a～714dは、多巻きコイルである。しかしながら、他の実施形態では、送電コイル71
4a～714dは、単巻きコイルであってよく、単層または多層のコイルのいずれかであってよ
い。いくつかの実施形態では、送電コイル714a～714dは、インダクタンスが2000nHであり
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得る。他の実施形態では、送電コイル714a～714dは、インダクタンスが2000nHよりも大き
くまたは小さくてもよい。他の実施形態では、送電コイル714a～714dの各々は、異なる値
のインダクタンスを有してもよく、または送電コイル714a～714dの様々な組合せが、異な
る値のインダクタンスを共有してもよい。
【００５５】
　上記で説明したように、PA724a～724dおよび送電コイル714a～714dの各々は個別の送電
回路を形成し得、送電回路のいずれも共通接地725の所を除いていかなる点においても接
続され得ない。送電回路は、1つまたは複数の受電器または受電回路(図示せず)へ電力お
よび/または通信をワイヤレスに送るためのワイヤレス場(図示せず)を生成するように働
く。この図に示さないが、送電回路の各々は共振キャパシタを含み得る。上記で説明した
ように、図7aに示すように、送電コイル714aと714cとのペアは第1の平面に配置され得、
送電コイル714bと714dとのペアは、第1の平面と異なる第2の平面に配置され得る。他の実
施形態では、送電回路の4つの送電コイル714a～714dのうちのいくつかは、回路板の同じ
側または両側に配置され得る(すなわち、第1の平面は回路板の表側であってよく、第2の
平面は回路板の裏側であってよい)。いくつかの実施形態では、回路板はプリント回路板(
PCB701)を備え得る。いくつかの実施形態では、4つの送電コイル714a～714dは、PCB701の
同じ側に配置され得る。いくつかの他の実施形態では、送電コイル714a～714dのペアは、
PCB701の両側に配置され得る。たとえば、送電コイル714aおよび714cがPCB701の片側にあ
ってよく、送電コイル714bおよび714dがPCB701の反対側にあってよい。図示される送電回
路の4つの送電コイル714a～714dは、互いに対して2つの平面(すなわち、PCB701の両側)の
うちの1つに実質的に位置して示されるが、他の実施形態では、送電回路の送電コイル714
a～714dは、互いに対してより多数またはより少数の平面(または、層)に配置されてもよ
い。
【００５６】
　送電回路は各々、図4に関して上記で説明したように、PA724a～724dによって生成され
る信号に基づいて、関連する送電コイル714a～714dによってワイヤレス場を生成するよう
に構成され得る。しかしながら、送電回路が他の送電回路と極近傍にある(すなわち、あ
る送電回路からの送電コイル714aが別の送電回路からの送電コイル714bと極近傍にある)
とき、相互インダクタンス(送電コイル714a～714dの各ペア間での相互結合に起因する)が
送電コイル714a～714dの間に生成されることがある。相互インダクタンスは、あるインダ
クタ、ここでは送電コイル714aが、別のインダクタ、たとえば、送電コイル714bに及ぼし
得る影響であり得、逆も同様である。他の送電コイル714a～714dと極近傍にある送電コイ
ル714a～714dの間の相互インダクタンスは、送電コイル714a～714dのアレイにわたる効率
および場均一性に悪影響を有し得る。送電コイル714a～714dのうちの2つの送電コイルの
間の相互インダクタンスの量は、少なくとも部分的には、送電コイル714a～714dのサイズ
および/または互いに対する送電コイル714a～714dのロケーションに対応し得る。たとえ
ば、2つの重複する送電コイル714aおよび714bは、送電コイル714aと714bの両方からの磁
場が送電コイル714aと714bの両方の中心を同じ方向に通過し得るので、正の相互インダク
タンスを有し得る。2つの隣接する送電コイル、たとえば、送電コイル714aおよび714cは
、送電コイル714aおよび714cからの磁場が送電コイル714aおよび714cのそれぞれの中心を
反対方向に通過し得るので、負の相互インダクタンスを有し得る。
【００５７】
　図7bは、例示的な実施形態による例示的な送電エリア700の概略図を示す。図7aに示す
ように、送電エリア700は、それぞれ個別の分離されたPA724a～724dを有し相互インダク
タンス消去回路または回路機構を伴わない複数の送電コイル714a～714dを備え得る。図7b
に示すように、4つの個別の送電回路がある。4つの送電回路は各々、送電コイル714a～71
4dのうちの1つを備え得、送電コイル714a～714dの各々は、PA724a～724dにそれぞれ接続
されており、電力増幅器724a～724dとそれぞれの送電コイル714a～714dとの間に共振キャ
パシタ702a～702dを有する。共振キャパシタ702a～702dは、共振回路を作り出すために、
上記で説明したキャパシタ354、357、および/または620のうちの1つまたは複数を含み得
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る。送電コイル714a～714dの反対側の端部において、送電コイル714a～714dの各々は、共
通接地725に直接接続されている帰路を有する。したがって、送電コイル714a～714dの各
々は、接地725において互いの送電コイル714a～714dに接続されている。
【００５８】
　図2に関して上記で説明したように、送電アンテナ214と受電アンテナ218との間での結
合が、それぞれ、存在し得るとともに結合係数または結合係数(k)に関係し得る。結合係
数の値は、-1～1で変化し得る。2つのコイル間の相互インダクタンスは、下の式1を使用
して計算され得る。
【００５９】
　M=K*(L1*L2)の平方根　(式1)
【００６０】
　図7aおよび図7bに関して、隣接する送電コイル714a～714dのうちの1つまたは複数が変
動/変化する電流を伴って活動化されている(ワイヤレス場を生成する)とき、隣接または
重複する送電コイル714a～714dの間に相互インダクタンスが生成され得る。たとえば、相
互インダクタンスM12は、2つの送電コイル714a～714bのうちの少なくとも1つがアクティ
ブであるときに送電コイル714aと714bとの間に作り出される相互インダクタンスを表し得
る。同様に、相互インダクタンスM23は、送電コイル714bと714cとの間に作り出される相
互インダクタンスを表し得、相互インダクタンスM13は、送電コイル714aと714cとの間の
相互インダクタンスを表し得る。相互インダクタンスM34は、送電コイル714cおよび714d
のうちの少なくとも1つがそれらを通る電流フローを有するときに送電コイル714cと714d
との間に生成される相互インダクタンスを表し得る。相互インダクタンスM14は、送電コ
イル714aおよび714dのうちの1つまたは複数の動作中に生成される相互インダクタンスを
表し、相互インダクタンスM24は、送電コイル714bと714dとの間に生成される相互インダ
クタンスを表す。
【００６１】
　上記で説明したように、図7bに示す構成要素に照らして下のTable 1(表1)における例示
的な値に示すように、送電コイル714a～714dの様々な組合せの間の相互インダクタンスに
関連する結合係数は、送電コイル714a～714dがそれぞれほぼ同じサイズであるとき、送電
コイル714a～714dのうちの2つの間の距離に基づいて変化し得る。以下に示す結合係数(k)
値は、インダクタンスが2000nHの送電コイル714a～714dと、キャパシタンスが276pFの共
振キャパシタ702a～702dとを備える、ワイヤレス電力伝達システム100に基づき得る。い
くつかの実施形態では、これらのインダクタンスまたはキャパシタンスのいずれかは、異
なる値の場合があり、相互結合係数値(k)を変化させることがある。
【００６２】
【表１】

【００６３】
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　隣接する送電コイル714a～714dの間のこれらの相互インダクタンス結合係数は、下のTa
ble 2(表2)における例示的な値に示すような、図示の送電コイル714a～714dの組合せの間
の相互インダクタンスに対応し得る。
【００６４】
【表２】

【００６５】
　図7cは、例示的な実施形態による、互いに関係する送電エリア700の送電コイル714a～7
14cのレイアウトの水平方向の図を示す。図7cに示すように、送電エリア700は、送電コイ
ル714a、送電コイル714b、および送電コイル714cを含む。2つの送電コイル714aおよび714
bは、重複するレイアウトで示され(すなわち、送電コイル714aの少なくとも一部分が送電
コイル714bの少なくとも一部分と重複する)、送電コイル714bおよび714cも重複する。距
離s1は、2つの送電コイル714aと714bとの間の重複の量を示す。距離s2は、重複する2つの
送電コイル714aと714bとの間のy方向での距離を示し、それらが水平方向で重複するとき
の重複する2つの送電コイル714aと714bとの間の高さの差分を表し得る。いくつかの実施
形態では、送電コイル714aおよび714bがPCB701の両側に配置されるとき、距離s2はPCB701
の厚さに相当し得る。重複の距離s1は、2つの送電コイル714aおよび714bのサイズに基づ
く可変の距離であり得る。重複の距離s2は、2つの送電コイル714aおよび714bがその上に
取り付けられ得る基板(すなわち、プリント回路板(PCB701))の厚さに基づく可変の距離で
あり得る。受電器(図示せず)は、送電コイル714a～714dの上方に、設計されているワイヤ
レス電力伝達用途に基づく距離において配置され得る。たとえば、大電力ワイヤレス電力
伝達(たとえば、電気車両充電用のワイヤレス電力伝達)の場合、受電器と送電コイル714a
～714dとの間の距離は、低電力ワイヤレス電力伝達用途(たとえば、モバイルデバイスの
ワイヤレス充電)よりも長くなり得る。
【００６６】
　図7cに示すように、2つの送電コイル714aおよび714cは、隣接するレイアウトで示され
る(すなわち、送電コイル714aおよび714cは重複せず、同じy軸平面にある)。距離s3は、2
つの送電コイル714aと714cとの間の距離を示す。この図に示さないが、送電コイル714aお
よび714cは、異なるy軸平面にあってよい。距離s3は、2つの送電コイル714aおよび714cの
サイズ、ならびに/または送電エリア700にとってのワイヤレス電力伝達用途に基づく可変
の距離であり得る。
【００６７】
　図8aは、例示的な実施形態による例示的な送電エリア800の斜視図である。図示のよう
に、送電エリア800は4つの送電回路を含む。送電エリア800の送電回路は、図1～図6に関
して上記で説明した送電器および/または送電回路機構を備え得る。送電回路は、第1の電
力増幅器(PA)824a、第2のPA824b、第3のPA824c、および第4のPA824dを備える。PA824a～8
24dは、送電コイル814a～814dに給電する前に、それぞれの共振キャパシタ802a～802dに
接続されている。送電エリア800は、第1の送電コイル814a、第2の送電コイル814b、第3の
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送電コイル814c、および第4の送電コイル814d、消去回路809、ならびにすべての送電コイ
ル814a～814dが消去回路809を通じて接続する共通接地825をさらに含む。したがって、送
電コイル814a～814dの第1の端部は、それらそれぞれのPA824に接続されており、送電コイ
ル814a～814dの第2の端部は、消去回路809を通じて共通接地825に接続されている。図8a
に示す送電エリア800は4つの送電回路を含むが、他の実施形態では、より多数またはより
少数の送電回路(および、それらの関連する構成要素)が送電エリア800に含まれてよい。
いくつかの実施形態では、共通接地825はまた、PA824a～824dのうちの1つまたは複数と共
有され得る。
【００６８】
　送電コイル814a～814dは長方形であるものとして示されるが、いくつかの実施形態では
、送電コイル814a～814dは、任意の他の形状(たとえば、三角形、円形、六角形など)であ
ってよい。いくつかの実施形態では、送電コイル814a～814dは、送電コイルのアレイを形
成し得、各送電コイル814a～814dは、送電エリア800の他の送電コイル814a～814dに実質
的に隣接して位置決めされる。いくつかの実施形態では、送電コイル814a～814dは、重複
する方式で位置決めされてよく、送電コイル814a～814dの各々は、送電エリア800の中で1
つまたは複数の他の送電コイル814a～814dと重複してよい。さらに、図8aに示す送電コイ
ル814a～814dは、多巻きコイルである。しかしながら、他の実施形態では、送電コイル81
4a～814dは、単巻きコイルであってよく、単層または多層のコイルのいずれかであってよ
い。いくつかの実施形態では、送電コイル814a～814dは、インダクタンスが2000nHであり
得る。他の実施形態では、送電コイル814a～814dは、インダクタンスが2000nHよりも大き
くまたは小さくてもよい。他の実施形態では、送電コイル814a～814dの各々は、異なる値
のインダクタンスを有してもよく、または送電コイル814a～814dの様々な組合せが、異な
る値のインダクタンスを共有してもよい。
【００６９】
　上記で説明したように、PA824a～824dおよび送電コイル814a～814dの各々は個別の送電
回路を形成し得、送電回路のいずれも共通接地825の所および消去回路809の接続の所を除
いていかなる点においても接続され得ない。送電回路は、1つまたは複数の受電器または
受電回路(図示せず)へ電力および/または通信をワイヤレスに送るためのワイヤレス場(図
示せず)を生成するように働く。この図に示さないが、送電回路の各々は共振キャパシタ
を含み得る。図示のように、送電回路の4つの送電コイル814a～814dのうちのいくつかは
、回路板の同じ側(すなわち、共面上)または両側に配置され得る。いくつかの実施形態で
は、4つの送電コイル814a～814dは、プリント回路板(PCB801)の同じ側に配置され得る。
いくつかの他の実施形態では、送電コイル814a～814dのうちの1つまたは複数(たとえば、
ペア)は、PCB801の両側に配置され得る。たとえば、送電コイル814aおよび814cがPCB801
の片側にあってよく、送電コイル814bおよび814dがPCB801の反対側にあってよい。図示さ
れる送電回路の4つの送電コイル814a～814dは、互いに対して2つの平面(すなわち、PCB80
1の両側)のうちの1つに実質的に位置して示されるが、他の実施形態では、送電回路の送
電コイル814a～814dは、互いに対してより多数またはより少数の平面(または、層)に配置
されてもよい。さらに、いくつかの実施形態では、PA824a～824dは、送電コイル814a～81
4dおよび関連する回路機構(すなわち、共振キャパシタ802a～802d)と一緒にPCB801上に配
置されてもよい。いくつかの実施形態では、PA824a～824dは、PCB801に配置されなくてよ
く、ただし、それらがそれらそれぞれの送電コイル814a～814dに接続され得るような、PC
B801上のコネクタを有してよい。いくつかの実施形態では、消去回路809は、PCB801上に
配置され得る(図8aに示すように)。いくつかの実施形態では、共通接地825は、PCB801上
に配置されてよく、またはPCB801全体によって共有される接続部であってもよい。
【００７０】
　送電回路は各々、図4に関して上記で説明したように、PA824a～824dによって生成され
る信号に基づいて、関連する送電コイル814a～814dによってワイヤレス場を生成するよう
に構成され得る。しかしながら、送電回路が他の送電回路と極近傍にある(すなわち、あ
る送電回路からの送電コイル814aが別の送電回路からの送電コイル814bと極近傍にある)
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とき、相互インダクタンス(送電コイル814a～814dの各ペア間での相互結合に起因する)が
送電コイル814a～814dの間に生成されることがある。消去回路809は、送電コイル814a～8
14dの間に生成される相互インダクタンスを低減および/または除去するように構成され得
る。消去回路809は、送電コイル814a～814dの1つもしくは複数のペアの相互インダクタン
スまたは送電コイル814a～814dのすべての相互インダクタンスに加えるか、またはそこか
ら減じるように構成された1つまたは複数の電気構成要素を備え得る。いくつかの実施形
態では、消去回路809は、送電コイル814a～814dのうちの1つまたは複数の相互インダクタ
ンスを補償するために、送電コイル814a～814dまたは消去回路809のうちの少なくとも1つ
を移動させるように構成され得る。
【００７１】
　図8bは、例示的な実施形態による、それぞれ個別の分離された電力増幅器を有し相互イ
ンダクタンス消去回路を伴う、極近傍にある複数の送電コイルのシステムの概略図を示す
。図8aと同様に、図8bは4つの個別の送電回路を示す。4つの送電回路は各々、送電コイル
814a～814dのうちの1つを備え得、送電コイル814a～814dの各々は、電力増幅器824a～824
dにそれぞれ接続されており、電力増幅器824a～824dとそれぞれの送電コイル814a～814d
との間に共振キャパシタを有する。共振キャパシタ802a～802dは、上記で説明したような
共振回路を作り出すために、上記で説明したキャパシタ354および/または357のうちの1つ
または複数を含み得る。送電コイル814a～814dの反対側の端部において、送電回路の各々
は、相互インダクタンス消去回路809を介して共通接地に直接接続されている帰路を有す
る。消去回路809は、送電コイル814a～814dのうちの1つまたは複数がアクティブであると
き、近接した送電コイル814a～814dの間の相互インダクタンスに正または負の相互インダ
クタンスを加えるように構成された1つまたは複数の電気構成要素を備え得る。消去回路8
09における電気構成要素の数は、アレイの中の送電コイル814a～814dの数に少なくとも部
分的に基づいて変化し得る。結合されたインダクタおよびキャパシタを様々な配置および
構成で使用することによって、正および/または負のインダクタンスが送電コイル814a～8
14dの間の相互インダクタンスに取り入れられ得る。
【００７２】
　消去回路809は、送電コイル814a～814dのアレイ全体の相互インダクタンスを補償しな
がら、送電コイル814a～814dの個々のペア間の相互インダクタンスの補償を可能にし得る
。たとえば、インダクタ810aおよび810bは、送電コイル814aと814dとの間にトランスT14
を形成する1対の結合されたインダクタを備え得る。送電コイル814aは、送電コイル814d
と同様に、インダクタ810aおよび810bによって形成されるトランスを通じて給電する。イ
ンダクタ810aおよび810bによって形成されるトランスにより、送電コイル814aおよび814d
の相互インダクタンスに寄与することが可能になる。
【００７３】
　送電コイル814aおよび814cの電流がインダクタ815aを通じて加算されるように、インダ
クタ815aは送電コイル814aおよび814cと直列であってよい。送電コイル814bおよび814dの
電流がインダクタ815bを通じて加算されるように、インダクタ815bは送電コイル814bおよ
び814dと直列であってよい。インダクタ815aは、インダクタ810aおよび810bによって形成
されるトランスと独立して、送電コイル814aと814cとの間の相互インダクタンスの制御を
可能にし得る。同様に、インダクタ815bは、インダクタ810aおよび810bによって形成され
るトランスと独立して、送電コイル814bと814dとの間の相互インダクタンスの制御を可能
にし得る。インダクタ815aは、送電コイル814aおよび814cの相互インダクタンスにインダ
クタンスを加え得る。したがって、送電コイル814aと814cとの間の相互インダクタンスが
(上記で説明したように)負であるので、これらの2つの送電コイル814aおよび814cと直列
のインダクタ815aは、負の相互インダクタンスに正のインダクタンスを加え、この相互イ
ンダクタンスを相殺する助けとなる。同様に、インダクタ815bは、送電コイル814bおよび
814dが隣接するので(上記で説明したように)負である送電コイル814bおよび814dの相互イ
ンダクタンスに、正のインダクタンスを加え得る。したがって、送電コイル814bおよび81
4dと直列のインダクタ815bからのインダクタンスは、送電コイル814a～814dの間の相互イ
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【００７４】
　結合されているインダクタ810aおよび810bは、送電コイル814aと814dとの間に正の相互
インダクタンスを加えるように構成され得る。インダクタ815aは、送電コイル814aと814c
との間に正の相互インダクタンスを加えるように構成され得、インダクタ815bは、送電コ
イル814bと814dとの間に正の相互インダクタンスを加えるように構成され得る。キャパシ
タ820は、すべての送電コイル814a～814dの間に負の相互インダクタンスを加えるように
構成され得る。いくつかの実施形態では、インダクタおよび/またはキャパシタは、これ
らのロケーション、または新たなロケーションおよび異なる新たな接続部の間のいずれか
において、正または負の相互インダクタンスを加えるように交換され得る。
【００７５】
　キャパシタ820は、接地まですべての4つの送電コイル814a～814dと直列である。キャパ
シタ820は、すべての送電コイル814a～814dとの間に負のインダクタンスを加え、すべて
の4つの送電コイル814a～814dの相互インダクタンスを互いに対してシフトする(0付近の
最終センタリング(final centering)として働く)。キャパシタ820は、送電コイル814a～8
14dの各々の相互インダクタンスを同じ量だけ変化させるために使用され得る。
【００７６】
　図8aおよび図8bに関して、隣接する送電コイル814a～814dのうちの1つまたは複数が変
動/変化する電流を伴って活動化されている(ワイヤレス場を生成する)とき、隣接または
重複する送電コイル814a～814dの間に相互インダクタンスが生成され得る。たとえば、相
互インダクタンスM12は、2つの送電コイル814a～814bのうちの少なくとも1つがアクティ
ブであるときに送電コイル814aと814bとの間に作り出される相互インダクタンスを表し得
る。同様に、相互インダクタンスM23は、送電コイル814bと814cとの間に作り出される相
互インダクタンスを表し得、相互インダクタンスM13は、送電コイル814aと814cとの間の
相互インダクタンスを表し得る。相互インダクタンスM34は、送電コイル814cおよび814d
のうちの少なくとも1つがそれらを通る電流フローを有するときに送電コイル814cと814d
との間に生成される相互インダクタンスを表し得る。相互インダクタンスM14は、送電コ
イル814aおよび814dのうちの1つまたは複数の動作中に生成される相互インダクタンスを
表し、相互インダクタンスM24は、送電コイル814bと814dとの間に生成される相互インダ
クタンスを表す。
【００７７】
　上記で説明したように、図8bに示す構成要素に照らして下のTable 3(表3)における例示
的な値に示すように、送電コイル814a～814dの様々な組合せの間の相互インダクタンスに
関連する結合係数は、送電コイル814a～814dがそれぞれほぼ同じサイズであるとき、送電
コイル814a～814dのうちの2つの間の距離に基づいて変化し得る。以下に示す結合係数(k)
値は、インダクタンスが2000nHの送電コイル814a～814dと、キャパシタンスが、それぞれ
、258pF、266pF、266pF、および259pFの共振キャパシタ802a～802dとを備える、ワイヤレ
ス電力伝達システム100に基づき得る。いくつかの実施形態では、これらのインダクタン
スまたはキャパシタンスのいずれかは、異なる値の場合があり、相互結合係数値(k)を変
化させることがある。さらに、結合されているインダクタ810a～810bは、インダクタンス
が65nH、結合係数が.99であり得、インダクタ815aおよび815bは各々、インダクタンスが1
10nHであり得る。キャパシタ820は、キャパシタンスが12600pFであり得る。
【００７８】
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【表３】

【００７９】
　隣接する送電コイル814a～814dの間のこれらの相互インダクタンスは、下のTable 4(表
4)における例示的な値に示されるような、図示の送電コイル814a～814dの組合せの間の相
互インダクタンスに対応し得る。
【００８０】
【表４】

【００８１】
　Table 2(表2)とTable 4(表4)との比較によって示されるように、消去回路809は、送電
コイル814a～814dの様々な組合せの間の相互インダクタンスを消去または大幅に低減しな
がら、複数の送電コイル814a～814dが共通接地825を共有することを可能にする。いくつ
かの実施形態では、消去回路809内の構成要素は、送電コイル814a～814dの組合せの間の
相互インダクタンスの低減を可能にし得るが、相互インダクタンスの除去を可能にし得な
い。したがって、いくつかの実施形態では、消去回路809は、複数の送電コイル814a～814
dのうちの1つまたは複数の送電コイル814a～814dの、x方向またはy方向のうちの少なくと
も1つでの、各送電コイル814a～814dが重複する他の送電コイル814a～814dに対する平行
移動を利用し得る。いくつかの実施形態では、重複する送電コイル814a～814dを重複の量
が増大または減少するように移動させることにより、重複する送電コイル間の相互インダ
クタンスが増大または減少し得る。
【００８２】
　いくつかの実施形態では、消去回路809自体が、送電コイル814a～814dに対して異なる
ロケーションへ移動されてもよい。そのような移動は、送電コイル814a～814dへの消去回
路809の効果に影響を及ぼし得る。たとえば、消去回路809が送電コイル814a～814dのすべ
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ての間で中央に置かれるとき、消去回路809は、消去回路809が4つの送電コイル814a～814
dのアレイの一方の端部または他方の端部に位置決めされるときと異なるように送電コイ
ル814a～814dと相互作用し得る。
【００８３】
　図8cは、例示的な実施形態による、互いに関係する送電エリア800の送電コイル814a～8
14cのレイアウトの水平方向の図を示す。図8cのレイアウトおよび構成要素は、図7cに関
して上記で説明したものと類似であり、ここで再び説明する必要はない。
【００８４】
　消去回路809の統合は、送電コイル814a～814dの異なる組合せの相互インダクタンスの
独立した制御を可能にし得るので有利であり得る。上記で説明したように、インダクタ81
0aおよび810bによって形成されるトランスは、送電コイル814aと814dとの間の相互インダ
クタンスを制御し得、インダクタ815aおよび815bは、それぞれ、送電コイル814aの814cと
の相互インダクタンス、および送電コイル814bの814dとの相互インダクタンスを制御し得
る。上記で説明したように、キャパシタ820は、送電コイル814a～814dの各々の相互イン
ダクタンスを同じ量だけ調整することを可能にし得る。したがって、送電コイル814a～81
4dの連続的なペア(すなわち、送電コイル814aの814bとのペア、送電コイル814bの814cと
のペア、および送電コイル814cの814dとのペア)の相互インダクタンスの調整を可能にす
る物理的成分(誘導性または静電容量性の)が、消去回路809にあり得ない。しかしながら
、送電コイル814a～814dのこれらのペアの間の相互インダクタンスは、それらそれぞれの
重複によって影響を及ぼされ得る(すなわち、送電コイル814aおよび814bの重複が、これ
らのコイルの間の相互インダクタンスM12に影響を及ぼし得る)。したがって、送電コイル
814a～814dのこれらの連続的なペアの間の相互インダクタンスは、送電コイル814a～814d
または消去回路809のうちの少なくとも1つの物理的ロケーション(すなわち、重複)を操作
することによって「調整」すなわち補償され得る。たとえば、重複する送電コイル814a～
814dのペアの間の相互インダクタンスを調整するように、送電コイル814a～814dのペアの
重複が変えられてよい。いくつかの実施形態では、送電コイル814a～814dのペアの重複の
操作は、重複する送電コイル814a～814dの相互インダクタンスのみに影響を及ぼし得る。
いくつかの実施形態では、送電コイル814a～814dの物理的ロケーションおよび重複は、送
電エリア800を設計するときに調整され得る。たとえば、近傍にある送電コイル814a～814
dに対する各送電コイル814a～814dの位置は、送電コイル814a～814dの間の相互インダク
タンスが最小化または低減されるようであってよい。
【００８５】
　消去回路809の構成要素を使用して送電コイル814a～814dの相互インダクタンスを調整
することは、相互インダクタンスの「粗」同調として説明され得、送電コイル814a～814d
のペアの重複を調整することは、送電コイル814a～814dの相互インダクタンスの「最終」
同調または「微」同調を備え得る。いくつかの実施形態では、送電コイル814a～814dの各
ペアの個別の制御を可能にするために、追加のインダクタおよび/またはキャパシタが消
去回路809に含まれてよい(たとえば、送電コイル814a～814b、814b～814c、および814c～
814dのペアの各々と直列にインダクタが導入されてよい)。代替として、上記で説明した
ように、消去回路809が再配置されてもよく、したがって、送電コイル814a～814dの相互
インダクタンスへの消去回路809の影響を変化させ得る。したがって、インダクタ810a、8
10b、815a、および815bとキャパシタ820との組合せ、ならびに送電コイル814a～814dの位
置合わせ(重複の調整)および消去回路809の位置合わせが、送電コイル814a～814dの間の
相互インダクタンスの組合せのすべてに対する補償を可能にし得る。
【００８６】
　消去回路809のロケーションが変えられると送電コイル814a～814dの様相が変わるので
、消去回路809の物理的ロケーションは、送電コイル814a～814dの組合せの相互インダク
タンスを変え得る。たとえば、送電コイル814a～814dの長さが、送電コイル814a～814dの
互いへの、かつ消去回路809に対する相互インダクタンスの影響を変え得るので、少なく
とも送電コイル814a～814dの長さは各々、消去回路のロケーションに応じて変わり得る。
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したがって、いくつかの実施形態では、消去回路809は、送電コイル814a～814dの様々な
組合せの間の相互インダクタンスが最小化または低減されるように送電エリア800にあっ
てよい。
【００８７】
　消去回路809を実装することの1つの利点は、送電コイル814a～814dのアレイの中の個々
の送電コイル814a～814dが、負荷を受けることに従って必要に応じて活動化され得ること
である。さらに、送電コイル814a～814dのアレイが個別の送電コイル814a～814dに分割さ
れ得る(すなわち、各個々の送電コイル814a～814dが独立に駆動され得る)ので、送電コイ
ル814a～814dを駆動するPA824a～824dは、送電コイル814a～814dのアレイによって見られ
る任意の負荷を等しく配分し得る(すなわち、図8aのシステム800の場合、4つの送電コイ
ル814a～814dが4つの独立したPA824a～824dを伴うことは、必要とされる全電力のうちの4
分の1(1/4)しか各PAが生成する必要がないことを意味する)。いくつかの実施形態では、
消去回路809は、複数のPA824a～824dを結合することなく送電コイル814a～814dを駆動す
るようにPA824a～824dのうちの単一のPAを使用して、十分な大電力を供給することを可能
にし得る。さらに、送電コイル814a～814dのアレイに負荷が加えられるとき、消去回路80
9は、アレイの、近隣にある送電コイル814a～814dを相互インダクタンスを介して損傷す
ることなく、単一の送電コイル814a～814dがそれの関連するPA824a～824dとともに活動化
されることを可能にする。したがって、消去回路809は、送電コイル814a～814dの間の相
互インダクタンスを除去することによって、より効率的な電力伝達をもたらし得る。
【００８８】
　図9は、例示的な実施形態による、ワイヤレス電力伝送の例示的な方法のフローチャー
ト900である。図1～図2に関して上記で説明したワイヤレス電力伝送システム100、図4に
関して上記で説明した送電器、および図8a～図8cに関して上記で説明した送電エリア800
を参照しながらフローチャート900の方法が本明細書で説明されるが、いくつかの実施形
態では、フローチャートの方法は、本明細書で説明する別のデバイス、または任意の他の
適切なデバイスによって実施され得る。いくつかの実施形態では、フローチャート900に
おけるブロックは、たとえば、コントローラ415(図4で参照した)および/またはプロセッ
サシグナリングコントローラ516(図5で参照した)などの、プロセッサまたはコントローラ
によって実行され得る。フローチャート900の方法は本明細書で特定の順序を参照しなが
ら説明されるが、様々な実施形態では、本明細書のブロックは、異なる順序で実行される
か、または省略されてよく、さらなるブロックが追加されてもよい。
【００８９】
　ブロック905において、第1のドライバコイル(送電コイル814a～814dのうちの1つ)が、
第1のワイヤレス場を生成する。送電アンテナ814a～814dのうちのいずれか1つが、第1の
ワイヤレス場を生成してよい。ワイヤレス場は、電力を別のデバイスへワイヤレスに伝達
するため、または別のデバイスとワイヤレスに通信するために使用され得る。ブロック91
0において、第2のドライバコイル(送電コイル814a～814dのうちの2番目)が、第2のワイヤ
レス場を生成する。ブロック915において、第3のドライバコイル(送電コイル814a～814d
のうちの3番目)が、第3のワイヤレス場を生成する。ブロック920において、消去回路809
は、それぞれ、第1のドライバコイル、第2のドライバコイル、および第3のドライバコイ
ルによって生成される第1のワイヤレス場、第2のワイヤレス場、および第3のワイヤレス
場のうちの少なくとも1つによって生じる相互インダクタンスの少なくとも一部分を消去
する。いくつかの実施形態では、上記で説明したように、消去回路は、第1、第2、および
第3のワイヤレス場を生成する第1、第2、および第3の送電コイルの各々に正および/また
は負の相互インダクタンスを加える。いくつかの実施形態では、消去回路809は、送電コ
イル814a～814dと直列のインダクタ(すなわち、インダクタ810a～810bまたは815a～815b)
を使用して、正のインダクタンスを加え得る。いくつかの実施形態では、消去回路809は
、送電コイル814a～814dと直列のキャパシタ(すなわち、キャパシタ820)を使用して、負
のインダクタンスを加え得る。いくつかの実施形態では、消去回路809は、送電コイル814
a～814dの相互インダクタンスを微同調させるために、送電コイル814a～814dまたは消去
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回路809のうちの少なくとも1つを、x方向またはy方向のうちの少なくとも1つで移動させ
るようにさらに構成され得る。
【００９０】
　上記で説明したように、送電コイル814a～814dは、消去回路809を介して共通接地825に
接続することによって、共通接地825を共有し得る。いくつかの実施形態では、共通接地8
25はまた、送電コイル814a～814dの各々に接続されている電力増幅器824と共有され得る
。いくつかの実施形態では、消去回路809は、正の相互インダクタンスおよび負の相互イ
ンダクタンスのうちの少なくとも1つを、少なくとも部分的に消去し得る。いくつかの実
施形態では、ドライバコイル(送電コイル814a～814d)を駆動するために使用される電力増
幅器824a～824dの各々は、隣接するドライバコイル間で90度ステップで互いに位相がずれ
て駆動され得る。キャパシタ820および/またはインダクタ810a～810b/815a～815bは、ド
ライバコイル(送電コイル814a～814d)のうちの任意の2つ以上をブリッジし得る。いくつ
かの実施形態では、2つ以上のインダクタ810a～810b/815a～815bからトランスが形成され
得る。いくつかの実施形態では、ドライバコイル(送電コイル814a～814d)は、少なくとも
1つの他のドライバコイルと重複するように構成され得る。いくつかの実施形態では、ド
ライバコイルは、共面上または非共面上に配置され得る。
【００９１】
　図10は、本発明の例示的な実施形態による、ワイヤレス電力を受電器に伝達するための
システムの機能ブロック図である。ワイヤレスの電力伝送のために構成されたデバイス10
00は、ワイヤレス場を生成するための第1の手段1005、および相互インダクタンス消去手
段を備える。いくつかの実施形態では、ワイヤレス場を生成するための手段1005は、ワイ
ヤレス場を生成するための複数の手段を備え得る。
【００９２】
　一実施形態では、ワイヤレス場を生成するための第1の手段1005は、ブロック905(図9)
に関して上記で説明した機能のうちの1つまたは複数を実行するように構成され得る。様
々な実施形態では、ワイヤレス場を生成するための第1の手段1005は、図8a～図8cの送電
コイル814a～814dのうちの1つまたは複数によって実装され得る。いくつかの実施形態で
は、ワイヤレス場を生成するための複数の第1の手段1005は、ブロック905(図9)に関して
上記で説明した機能のうちの1つまたは複数を実行するように構成され得る。
【００９３】
　相互インダクタンスを消去するための第2の手段1010は、ブロック910(図9)に関して上
記で説明した機能のうちの1つまたは複数を実行するように構成され得る。様々な実施形
態では、相互インダクタンスを消去するための第2の手段1010は、消去回路809のうちの1
つまたは複数によって実装され得る。いくつかの実施形態では、追加の手段が、図9に関
して上記で説明したステップのうちの1つまたは複数を実行するように構成され得る。い
くつかの実施形態では、電力を増幅するための手段が、ワイヤレス場(図示せず)を生成す
るために、ワイヤレス場を生成するための手段によって送るための電力を増幅するように
構成され得る。いくつかの実施形態では、電力を増幅するための手段は、上記で説明した
電力増幅器824a～824dを備え得る。いくつかの実施形態では、ワイヤレス場を生成するた
めの手段と共通接地を共有するための手段が、ワイヤレス場を生成するための手段を単一
の接地に接続するように構成され得る。いくつかの実施形態では、単一の接地は、ワイヤ
レス場を生成するための手段および電力を増幅するための手段と共有され得る。いくつか
の実施形態では、ワイヤレス場を生成するための手段のうちの少なくとも1つの位置を調
整するための手段、および/または相互インダクタンスを消去するための手段の位置を調
整するための手段が、ワイヤレス場を生成するための手段および/または相互インダクタ
ンスを消去するための手段のうちの少なくとも1つを物理的に移動させるように構成され
得る。いくつかの実施形態では、ワイヤレス場を生成するための手段のうちの少なくとも
1つの位置を調整するための手段、および/または相互インダクタンスを消去するための手
段の位置を調整するための手段は、x方向およびy方向で物理的に移動させるように構成さ
れたx-y平行移動モーターまたは類似のデバイスのうちの1つを備え得る。



(25) JP 6666338 B2 2020.3.13

10

20

30

40

50

【００９４】
　上記で説明した方法の様々な動作は、様々なハードウェアおよび/もしくはソフトウェ
ア構成要素、回路、ならびに/またはモジュールなどの、動作を実行することが可能な任
意の適切な手段によって実行され得る。概して、図に示される任意の動作は、動作を実行
することが可能な対応する機能的手段によって実行され得る。
【００９５】
　様々な異なる技術および技法のうちのいずれかを使用して、情報および信号が表され得
る。たとえば、上記の説明全体にわたって参照され得るデータ、命令、コマンド、情報、
信号、ビット、シンボル、およびチップは、電圧、電流、電磁波、磁場もしくは磁性粒子
、光場もしくは光学粒子、またはそれらの任意の組合せによって表され得る。
【００９６】
　本明細書で開示する実施形態に関して説明された様々な例示的な論理ブロック、モジュ
ール、回路、およびアルゴリズムステップは、電子ハードウェア、コンピュータソフトウ
ェア、またはその両方の組合せとして実装され得る。ハードウェアおよびソフトウェアの
この互換性を明確に示すために、様々な例示的な構成要素、ブロック、モジュール、回路
、およびステップが、概してそれらの機能に関して上記で説明された。そのような機能が
ハードウェアとして実装されるのか、それともソフトウェアとして実装されるのかは、特
定の適用例およびシステム全体に課せられた設計制約によって決まる。説明された機能は
特定の適用例ごとに様々な方法で実装され得るが、そのような実装決定は、本発明の実施
形態の範囲からの逸脱を引き起こすものと解釈されるべきではない。
【００９７】
　本明細書で開示する実施形態に関して説明された様々な例示的なブロック、モジュール
、および回路は、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ(DSP)、特定用途向け集積回
路(ASIC)、フィールドプログラマブルゲートアレイ(FPGA)もしくは他のプログラマブル論
理デバイス、個別ゲートもしくはトランジスタ論理、個別ハードウェア構成要素、または
本明細書で説明した機能を実行するように設計されたそれらの任意の組合せで、実装また
は実行され得る。汎用プロセッサはマイクロプロセッサであり得るが、代替として、プロ
セッサは、任意の従来のプロセッサ、コントローラ、マイクロコントローラ、またはステ
ートマシンであってよい。プロセッサはまた、コンピューティングデバイスの組合せ、た
とえば、DSPとマイクロプロセッサとの組合せ、複数のマイクロプロセッサ、DSPコアと連
携する1つもしくは複数のマイクロプロセッサ、または任意の他のそのような構成として
実装され得る。
【００９８】
　本明細書で開示する実施形態に関して説明された方法またはアルゴリズムおよび機能の
ステップは、直接ハードウェアで具現化されてよく、プロセッサによって実行されるソフ
トウェアモジュールで具現化されてよく、またはその2つの組合せで具現化されてもよい
。ソフトウェアで実装される場合、機能は、1つもしくは複数の命令もしくはコードとし
て有形の非一時的コンピュータ可読媒体上に記憶され、または有形の非一時的コンピュー
タ可読媒体を介して送信され得る。ソフトウェアモジュールは、ランダムアクセスメモリ
(RAM)、フラッシュメモリ、読取り専用メモリ(ROM)、電気的プログラマブルROM(EPROM)、
電気的消去可能プログラマブルROM(EEPROM)、レジスタ、ハードディスク、リムーバブル
ディスク、CD ROM、または、当技術分野で知られている任意の他の形態の記憶媒体の中に
存在し得る。記憶媒体は、プロセッサが記憶媒体から情報を読み取り、かつ記憶媒体に情
報を書き込むことができるように、プロセッサに結合される。代替として、記憶媒体はプ
ロセッサと一体であってもよい。本明細書で使用するディスク(disk)およびディスク(dis
c)は、コンパクトディスク(disc)(CD)、レーザーディスク（登録商標）(disc)、光ディス
ク(disc)、デジタル多用途ディスク(disc)(DVD)、フロッピーディスク(disk)、およびブ
ルーレイディスク(disc)を含み、ディスク(disk)は、通常、データを磁気的に再生し、デ
ィスク(disc)は、レーザーを用いてデータを光学的に再生する。上記の組合せも、コンピ
ュータ可読媒体の範囲内に含まれるべきである。プロセッサおよび記憶媒体は、ASICの中
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に存在してよい。ASICは、ユーザ端末の中に存在してよい。代替として、プロセッサおよ
び記憶媒体は、ユーザ端末の中で個別構成要素として存在してよい。
【００９９】
　本開示を要約するために、本発明のいくつかの態様、利点、および新規の特徴が本明細
書で説明された。すべてのそのような利点が、本発明の任意の特定の実施形態に従って実
現され得るとは限らないことを理解されたい。したがって、本発明は、本明細書で教示ま
たは示唆され得る他の利点を必ずしも実現することなく、本明細書で教示されるような1
つの利点または利点のグループを実現または最適化するように具現化または実行され得る
。
【０１００】
　上記で説明した実施形態の様々な修正が容易に明らかになり、本明細書で定義される一
般原理は、本発明の趣旨または範囲を逸脱することなく他の実施形態に適用され得る。し
たがって、本発明は、本明細書で示される実施形態に限定されることを意図しておらず、
本明細書で開示する原理および新規の特徴と一致する最も広い範囲を与えられるものとす
る。
【符号の説明】
【０１０１】
　　100　ワイヤレス電力伝達システム
　　102　入力電力
　　104　送電器
　　105　ワイヤレス場
　　108　受電器
　　110　出力電力
　　114　送電コイル
　　118　受電コイル
　　200　ワイヤレス電力伝達システム
　　204　送電器
　　205　ワイヤレス場
　　206　送電回路機構
　　208　受電器
　　210　受電回路機構
　　214　送電アンテナ
　　218　受電アンテナ
　　219　別個の通信チャネル
　　222　発振器
　　223　周波数制御信号
　　224　ドライバ回路
　　225　入力電圧信号
　　226　フィルタ/整合回路
　　232　整合回路
　　234　整流器回路
　　236　バッテリー
　　350　送電または受電回路機構
　　352　アンテナ
　　354　キャパシタ
　　356　キャパシタ
　　404　送電器
　　406　送電回路機構
　　408　ローパスフィルタ(LPF)
　　409　インピーダンス整合回路
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　　414　送電コイル
　　415　コントローラ
　　416　負荷感知回路
　　423　発振器
　　424　ドライバ回路
　　460　密閉検出器
　　480　存在検出器
　　506　電力変換回路機構
　　508　受電器
　　510　受電回路機構
　　512　スイッチング回路機構
　　514　シグナリング検出器/ビーコン回路機構
　　516　プロセッサ
　　518　受電コイル
　　520　RF-DC変換器
　　522　DC-DC変換器
　　550　デバイス
　　600　送電回路機構
　　602　入力信号
　　614　コイル
　　620　キャパシタンス
　　622　可変抵抗器
　　624　ドライバ回路
　　626　フィルタ回路
　　632　インダクタ
　　634　キャパシタ
　　636　キャパシタ
　　650　送電回路
　　700　送電エリア
　　701　プリント回路板
　　702　共振キャパシタ
　　714　送電コイル
　　724　電力増幅器(PA)
　　725　共通接地
　　800　送電エリア
　　801　プリント回路板
　　802　共振キャパシタ
　　809　消去回路
　　810　インダクタ
　　814　送電コイル
　　815　インダクタ
　　820　キャパシタ
　　824　電力増幅器(PA)
　　825　共通接地
　　1005　ワイヤレス場を生成するための手段
　　1010　相互インダクタンスを消去するための手段
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